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学習・宣伝で世論盛り上げ悪法廃案に 
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第 194通常国会に提出された憲法改悪手続法案、教育基本法改悪案、自衛隊法・

防衛庁設置法改悪案、共謀罪などが秋の臨時国会に継続審議となりました。いずれ

も日本国憲法の枠組みを破壊するものであり、憲法改悪に向けて“外堀”を埋めよ

うとするものです。学習・宣伝を強め廃案をめざすたたかいが焦点となっています。 
                

憲法会議の役割発揮の時 
 「九条の会」は６月 10 日に開いた
全国交流集会の場で、あらたな訴えを

発表しました（要旨別項）。いかなる事

態になっても憲法の改悪を阻止するた

め、過半数世論の結集をよびかけたも

のであり、同日の交流集会における討

論は、すでにそうしたことをめざした

たたかいが全国各地で広がっているこ

とを浮き彫りにしました。 
今年３月に開かれた憲法会議第 41

回全国総会は、「『九条の会』の発展の

ために、その一翼を担って奮闘」する

こととともに、団体間の共同の推進や

学習・宣伝面などにおいて独自の役割

を発揮することをよびかけています。 
 憲法の改悪と密接に結びついた諸悪

法について、自民党「新憲法草案」、民 

 
「九条の会」の訴え 

①「九条の会」アピールに賛同す

る広範な人びとが参加する「会」を

つくり、過半数世論の結集を。 
②大小無数の学習会を開き改憲

案の危険な内容を学び、多くの人び

とに広げよう。 
③ポスター、意見広告やマスコミ

へへの手紙などひとりひとりの意

思を表明しながら「会」の仲間を増

やそう。 
④「会」を市区町村、学区、職場、

学園に網の目のようにつくり相互

のネットワークを強めよう。その成

果を来年の第二回全国交流集会に

もちよろう。 
 

主党「憲法提言」の危険性と結びつけ 
つつ学習・宣伝を広げていくことは、

まさに憲法会議が独自に担わなければ

ならない課題です。 

改憲反対の過半数世論をめざしつつ 



自衛隊法等の改悪案を提出  
 小泉内閣は第 164国会終了直前にな
って、防衛庁設置法と自衛隊法の二つ

の改悪案を国会に提出しました。その

の内容は次のとおりです。 
 《防衛庁設置法改悪案》 
一 防衛庁を防衛省とすること。 
二 防衛省の長は、防衛大臣とするこ

と。 
三 防衛省の任務、所掌事務、組織等

は、現行の防衛庁設置法に規定され

ているものと同様とすること。 
四 その他所要の規定の整備を行うこ

と。 
 《自衛隊法改悪案》 
一 自衛隊の最高の指揮監督権、防衛

出動の命令、治安出動の命令、海上

警備行動の承認その他の内閣の首長

としての「内閣総理大臣」の権限に

ついては変更せず、内閣府の長とし

ての「内閣総理大臣」については、

これを「防衛大臣」と改める等所要

の改正を行うこと。 
二 自衛隊は、主たる任務の遂行に支

障を生じない限度において、かつ、

武力による威嚇又は武力の行使に当

たらない範囲において、次に掲げる

活動であって、別に法律で定めると

ころにより自衛隊が実施することと

されているものを行うことを任務と

すること。 
  １ 我が国周辺の地域における我

が国の平和及び安全に重要な影

響を与える事態に対応して行う

我が国の平和及び安全の確保に

資する活動 

 ２ 国際協力の推進を通じて我が国

を含む国際社会の平和及びの維

持に資する活動 
三 第八章（雑則）に規定する機雷等

の除去、国際緊急援助活動等、国際

平和協力業務等、在外邦人の輸送及

び後方地域支援等を第六章（自衛隊

の行動）及び第七章（自衛隊の権限

等）において新たに規定すること。 
 【ミニ解説】 防衛庁はこれまで内

閣府の外局とされていたため、法案提

案や予算要求などは内閣府（長は総理

大臣）を通じてしかおこなえませんで

した。独立した「省」になればこうし

た権限をもつことになります。 
 また、現在の自衛隊法では自衛隊の

任務を直接侵略・間接侵略にたいする

「防衛出動」と「治安出動」に限定し

ています（第三条）。そのため、ＰＫＯ

等協力法以来一連の海外での任務は、

いずれも「第八章雑則」にもぐりこま

せ、自衛隊の本来の任務と区別されて

きました。改悪案はこれらを任務を自

衛隊の本来の任務にとりこみ、進行す

る米軍再編と一体となって行動する自

衛隊の海外での活動のいっそうの正当

化をはかろうとしています。 
 しかし、それでも「主たる任務の遂

行に支障を生じない限度」、かつ、「武

力による威嚇又は武力の行使に当たら

ない範囲において」と限定をせざるを

えません。憲法９条があるかぎり、海

外派兵を「主たる任務」にしたり、武

力を行使を容認することができないか

らです。その意味で、防衛庁設置法と

自衛隊法改悪は、憲法改悪の機運をい

っそうおし進めるものとなるでしょう。 


